第16回大阪府地方独立行政法人評価委員会大学部会　議事要旨

1　日時　　平成22年10月29日（金）　午前10時から11時30分
2　場所　　大阪赤十字会館「302会議室」
3　出席委員　　奥林部会長、安部委員、槙野委員、山谷委員
　　　　　　　　（宮嶋委員は欠席）

4　議題
（1）公立大学法人大阪府立大学の次期中期計画の素案について
（2）その他

5　議事概要

Ⅰ　開会

○　部会長が議事項目の確認。
Ⅱ　議事

（1）公立大学法人大阪府立大学の次期中期計画の素案について
○　部会長から議論のスタンスについて、次のとおり確認があった。
　・　全体的なところで、これまでの評価経験を踏まえ、また、府民目線で見て、わかりやすい内容になっているか、記載内容は十分か。

　・　目標設定について、評価を行うにあたり、客観的に評価ができる目標が設定されているか。また、その設定された目標の考え方が妥当か。
○　資料1「第２期中期計画（素案）の概要」、資料2「第２期中期目標・中期計画（素案）対比表」により、第2期の中期計画の素案の概要について、法人から説明。
○　委員からの質問・意見（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。
◆　今、大学がやらなければならないことがほぼ網羅されて書かれておりよく出来ていると思う。逆に言うとこれだけやるには、相当努力が必要。
最近の学生に対しては単なる就職の世話ではなく、1年のときからキャリア教育を系統的に行うことが必要だが、キャリア教育はどのように考えているか。
また、以下の点について説明してほしい。

・（5ページ：教育支援者としてのTAの活用）現在のTAの数、今後の増員計画
・（7ページ：共通・基礎教育を全学で実施）共通教育を委ねるイメージ
・（9ページ：奨学金制度）財源はどのように考えているのか
⇒　キャリア教育についてはお示しのとおりで、数年前から、主に南大阪の大学でコンソーシアムを作り、キャリア教員のプログラムなどを一緒に開発している。科目も作っており、科目の中にきっちりと位置付けて、全学、各部局でも活動することにしている。
次に、教育組織と先生の所属を別に改組することをきっかけに、専門の共通教育をする教科集団を作り、数学、理系の物理など全学で対応する。それから教養教育も全学出動のような体制を整えていく。

TAは、今進めているラーニングコモンズなどにもきっちり配置し、もっとうまく使いたい。奨学金も、どこかから削らないといけないと会計の担当理事から言われている。どうするかはまだ決めていないが、大学の方針としてやると宣言したもの。
TAは21年度、延べ人数で427。平成17年の法人化時が264なので、徐々に増加。今後の具体的な数値目標は、年度計画等で示す。
·  評価の対象は、前回と変わらないということでいいか確認したい。
資料1の法人経営の改革の業務運営や財務内容やその他、このあたりを評価し、教育研究の質の向上や地域貢献のあたりは、計画通りよくやっているという定性的な確認という理解でいいか。
次に府立大学の教育研究について、企業から見ると、研究水準の向上よりは、学生のレベルアップや、実業に役に立つ学生を送り出ししていただくことに尽きる。そのためには、最初にレベルの高い学生をいかに入学させるのかと、4年間なり6年間でどう訓練をして磨き上げるかという2つにかかっていると思う。そういう中で、語学を非常に重視する、少人数でゼミをやるなど、非常にいいことだと思うが、最近の学生は、非常に優秀だが元気がない。たとえば、ディベートや交渉など色々な意見を言うといったときに、なかなか自分の意見を言わない、気後れするということがある。海外でよく言われているディベート、ゼミで色々なことについて論争させる、自分の意見を言わせる、ということをやられたらいいと思う。
次に、これから日本の企業は、国内のマーケットはもうしぼんでいて、やることがあまりないという状況なので、外に目を向けざるを得ない。外に目を向けるときに、欧米など先進国はもう開かれてしまっているので、東アジアや中国というところに、これからの企業は進出していかざるを得ないという中で、受け入れだけでなく、短期でもいいので、たとえば、海外のある程度のレベルの大学と提携して、互換性のある単位を認定し合って、1年向こうに行かせて戻すなどして、府大のこれからの売りにすればどうか。
あと、細かい話だが、府大と高専が1つの機構に入るので、たとえば、人事管理や経理処理、購買など、業務運営の効率化に向けて新しく考えていることがあれば教えて欲しい。それと、セグメント分析と書いているが、どういうセグメントか。それから、エコキャンパスの取組と書いているが、府立大学は、省エネ法の対象になっていないのか。また、１%程度削減と書いているが、府の施設との整合性はどうなっているのか。この1%というのはあんまり一人歩きをしても、意味がなくなってしまう気がする。

⇒　最初の少人数教育と海外への輩出というのはご指摘の通りで、取組は既に始まっているが、もっと強力にしていかなければならないと思っている。ただ、多くの企業が大学に求めてくるのは、ディベート能力ではなく、コミュニケーション能力という言葉が一番正しいのではないかと思う。割と最近の学生は、小学校とかで結構やっているので、ちょっとつつくとディベートはできる。しかし、自分の意見しか言わない。つまり、相手の意見を聞かない。正しくディベートできないといけないが、結構ちゃんと教えてやるとできるので能力はあると思う。それを引き出すことができない大学の授業体系などがあり、それがコミュニケーション能力の不足につながっていると個人的にかなり感じている。少人数教育でそういうことをやろうと、語学も含めてかなり少人数教育でやるというのを府立大学の1つの売りにしたいと思っている。海外の国際交流について、府立大学の学生を、もうちょっとエンカレッジして外に出すためには、外国の留学生が府立大学に来て異文化経験をしないと行かない。私の年代の人は行きたい人ばっかりだったが、最近の若い子は、そういう経験をして行ってごらんという風にしないと行かない。そこで府立大学がグローバル化して何かするためには、留学生のような外国の方を招いて交流を深めるということがまずないといけない。府立大学はその努力がこの何年かできていなかったので、ここでネジを巻き直して、やる。したがって、目標としては出て行って異文化経験をするということを目標としている。
大学も省エネ法の対象で、届け出などきちんとやっている。ただ、まだまだキャンパスを拡充しており、実際に削減をするのは厳しい状況である。大阪府はもう少し高い数値目標、大阪府全体で9%という削減目標を掲げているが、それはなかなか大学としては厳しいところもあり、他の大学の数値等を参考にしている。どこも大体年間1%削減という目標を立てており、学内ではこの数値でも厳しいという意見もあったが、最低限ということで、まずは1%から取組むということで、この数値に決めた。
高専と一緒になることについては、まず地域連携等。府立大学は、コーディネーター等も配置して重点的に取り組んでいるので、これから高専も同じような活動でやっていければと考えている。そのほか、財務会計等は一体となるので、その辺の効率化は図っていく。入試等についても、法人化することでより柔軟に効率化が図れるのではないかと思っている。
⇒（高専）大学と高専はかなり事情が違い、大学では教務関係や学生関係は事務がかなりやっている。ところが高専はその大半を教員がやっている。その違いは、大学は単位認定だが、高専は学年制を敷いているので、学年の学生の管理は教員が責任を持って管理する形になっており、事務がやる業務を教員が教務主事室というのを作って張り付いてやっている。大学の業務と高専の業務、かなり主体が違うというところもあり、できればこの法人化を契機に色々な電子システムを高専でも整備して効率化を図り、事務体制を効率化しないといけない。事務もかなり削減し、常勤12名、非常勤12名の24名体制になるので、教員と事務の連携を強めないと動かない。そういう経緯があるので、法人化を契機に大学のシステムとも連携しながら、高専の業務効率化を図っていきたい。ただ、すぐにというようにはならないので、状況を見ながら。それと距離が離れているのが一番大きな悩みで、ちょっと行って効率化を援助しようとなかなかならない。その辺りのハンディを考えながら効率化を進めていきたいと考えている。
⇒　セグメント会計は基本的には管理会計と捉えられていて、内部改革にどう活用していくか、その大きな仕組みをある程度、府民に紹介するという形だと思っている。具体的なセグメントの設計は組織がはっきりと固まった段階で進めていきたいと考えているが、まず、大学と高専は事業構造が変わるのでセグメントをきちんと作成していきたい。そのあと、全学組織の見直しの中で新しい機構ができるので、機構、あるいは教育の場、あるいは研究の場等でセグメントの構造を設計したい。本学の場合、結構、共通経費の部分があるので、それを一定の水準に基づいて配付し、それをそれぞれの部門の責任者、あるいは先生方に認識いただき、その中でどういう改革を進めていくのか。人件費率や管理費率などもあるでしょうし、そういったデータを分析して、大学の経営効率を進めていく。このように活用したいと考えている。
◆　第2期はずいぶん思い切った改革、しかも学部、学問体系そのものの改革により、非常に革新的な構造になってきている。これも、独法になって、大学自身が積極的に対応できるようなった1つのメリットとも考えられる。21世紀になって、非常に学問分野も多様化し、再編成も進んでいるので、新しい方向のモデルになっていただきたい。もう1つ、高大連携が非常に重要になってきている。大学と結びつけば長い間で根本的な教育、長期的な教育ができるというところで、何か新しいものを提起していただければ思う。
◆　3つ質問がある。1つ目は、アドミッションポリシー、カリキュラムポリシー、ディプロマポリシーとあるが、これを縦割りじゃなく、総合的な形でモニターしたりチェックしたりしている組織があるか、あるいはこれから考えられるかどうかを教えてほしい。
2つ目は、業績評価と言った場合に、研究以外の、教務主任などをやられる方の業績をどのように勘案されるのか。いわゆる事務的な作業をやっている教員の業績をどうするのか教えてほしい。
3つ目は、女性研究者のことは書かれているが、学生も含めかなり有望なところがあり、学生、教員、事務スタッフ含め、女性が研究したり仕事したりする上でのバックアップ体制を考えられるかどうかを質問したい。
⇒　3年前に副学長になったとき次の教育改革は必ずくると思っており、ディプロマポリシーやアドミッションポリシーを全学できっちりコントロールすることが絶対にいると訴え、全学から人を集めて、ポリシーを考えるグループを作った。それが今、活かされている。全学の委員会ではなく、高等教育推進機構という機構に作ったが、各部局から委員を選んでもらうのではなく、学長、副学長が指名するという形で全学から集めるという進め方をしたので、組織はあると言えると思う。これを次の改革のベースに全学でカリキュラムを編成するということになった。高等教育推進機構という、全学の教育的なことを議論する機構を活用していきたいと思っている。

個人の教員の業績評価は、評価項目は多いが、部局等により、大きく異なるのでウェイトをかける必要がある。今は、方程式があり、ウェイトを部局又は個人でかける。
女性支援は、今年、理系の研究者を支援するプログラムを振興調整費で取れた。2年前くらいから動いていて、今回獲得できたことで、そこを軸に今、動いている。
⇒　女性研究者支援については、JSTの科学技術振興調整費の採択を今年度に受けたので、色々進めている。研究者と併せて育児等の色々事情のある教員には、緊急に直接支援することや、大学院生が中心だが、学生に対しても将来的な支援をしていこうということで、海外の国際発表に対する支援をするなど、女性への支援は、学生も含めてやっている。この事業を進める前提として、学内保育室を整備しており、4月に教職員含め、男性女性にかかわらず、必要のある教職員に対して、学内の保育室で子どもを預かるというバックアップ体制を進めていく予定をしている。
業績評価について少し補足すると、今、制度設計中だが、評価項目として、教育、研究、地域貢献に加えて、大学運営についても評価の対象としている。その中で、たとえば、教務委員をしていれば1点など、本来の教育研究以外の活動についても、評価につながる仕組みを考えている。
◆　第１期は、外部資金を非常にたくさん獲得したことが非常に大きな成果であり、同時に社会的な影響も与えたと思う。ただ、外部資金は、必ずしも第2期目も保障されているわけではなく、継続的に獲得するための準備体制など、色々なものが必要だろうと思うが、その辺りの配慮は何かされているのか。
⇒　外部資金の中には大きく分けると2つあり、1つは、民間会社等との共同研究などで、コーディネーターをフレキシブルに設置し、大企業から中小企業まで、特に府立大学は中小企業に力を入れ、数を増やすだけではなく、質の向上を図っていく。大きいのは国のプロジェクト、この数年の間にGPなど結構とれるようになった。取組みの中で、輪が広がり、文科省の職員、私の仲間、他大学からのニュースも、数年前と比べると格段に違う。したがって、もうちょっと戦略的に政府の考えなどをきっちりウォッチしながら、きっちり取りに行くという作戦を、何かの形で努力すれば、取っていけるのではないかと考えている。振興調整費を3つも4つも取るというのは、公立大学ではなかったことで、評価をいただいているので、当然、次も、応えていかないといけないと思っている。
◆　確かに実績を積むと、その実績のところに色々と研究費も集まってくる。そういう実績を残していくことが非常に重要だと思う。
⇒　もう1つ付け加えると、科研費など、一時期は出してもらうだけで必死だったのが、最近は、いい加減に書いたらすごく評価が悪くなるなんて、書き方に気を遣うところになっている。
· 今の議論を聞いて、2つ聞きたい。1つは、科研の申請ではエフォートを書かされる。
色々メニューがあるが、教育研究のエフォートがどのくらいで、地域貢献がどのくらいかなど、府立大学のリソースの配付としてどの程度を考えているか。色んなメニューが出てきて結構で、地域貢献も大切だが、やはり教育研究のエフォートが６～７割ないとマズイと思っている。次回でいいので、大学の本旨のところにどの程度のエフォートを割くのか、そういう視点からの整理が必要ではないか。それともう1つ、セグメントのところで、確かに高専と府立大学は、大きくセグメントに分けなければいけない。しかし、国際の新しい組織もセグメント分析をするということだが、国際は金食い虫、普通の管理会計的なことをやると赤字部門になってしまうが、実は国際でやった成果が、他の部門にすごく影響していて、府立大学全体のグローバリゼーションに貢献していくきっかけになる。単純にあるセグメントの収支という視点だけでは見えない部分があるので、大学で、セグメント分析をあんまり詳細にやってしまうと、自分で自分の首を絞め、組織を息苦しくしてしまうことにもつながりかねないと思う。一方で、一般論として大学の先生方はあまり大学全体の財政を気にしないので、多少は大学全体の財政で何を考えないといけないのか、教員自身も自覚を持たなければいけない。そうすると、財政に関するわかりやすい情報を教職員が共有する必要がある。セグメント分析はそれに役立てばいいが、行き過ぎると息苦しくなってしまうところが、ちょっと気になる。それから、現行の大学会計は単年度収支が前提で、府立大学も府の予算でやっており単年度で締めてしまうので、継続計画ができにくい。セグメント分析よりもそういうことをやる方が、より大事ではないかと思う。
⇒　セグメントという言葉は、一般的には事業会計ということですが、この事業で儲けませんので、使うばかりと。反省から言うと、大学は、どんぶり勘定という言葉はよくないが、全体しかわからず、最後にならないとどうなっているかわからない。特に大阪府の組織であったときは、本当に最後にならないとわからない、ということがあったので、あるところで区切って、自分たちがどうなっているのかをわかるようにしようと。特にこの1、2年やって、アウトプットの使い方がどうなっているかをクイックリーにみんなに見せて管理していくもの。決してそこで収支構造を取らないといけないというようなことは考えていない。

最初のエフォートについて、科研費を取るとき、自分でどうかということを決めるので、大学全体としてどういう位置にあるということをみんなに言ったり、あるいは、そういう必要があるよという意味ですよね。
◆　中期計画の中で色々とメニューがあるが、この中で府立大学のリソースの中で教育研究へはどのようなエフォート配分になるのかということ。
⇒　それはあまり考えたことがない。網羅的になっていてどこにウェイトがあるのかということですね。
◆　小学校にまで応援に行くとあり、小学校に応援に行くのはいいことだと思うが、私は小学校にまで応援に行くのなら、論文を1本書いた方がより大学の責任を果たすことになるのではと思ったので。それは別として、エフォートを少し整理されては。
⇒　大学全体としてですね。また今度に。

補足させていただくと、それぞれ事業の性格で、セグメントを今後設計していきたいということ。色んな機構を個々の機構単位までセグメントの設計をするかは、今後どう設計していくか課題で、たとえば、教育研究領域とそれを除いた機構でくくるとか、色んな方法がある。いずれにしても、現在も運営費交付金を56%ほどもらっている状況で、それぞれ部門が独立採算で走れているわけでなく、その中で、国際などは大変なお金をかけながらやっていかないといけない事業だということは十分認識している。ただ、きちんと把握した上で、継続的に毎年改善していく努力は必要なので、そういう面でセグメント分析を活用していきたいというのが基本的な認識。
◆　教育の質の向上と運営の改革というのは、片方では経費がかかり、片方では経費を削減しなければならないトレードオフのような関係になっている。その中で、教職員数の継続的な見直しというのがどこまで見通しがついているのか教えて欲しい。大学で708から637名、高専で81から70名と書いている。一方で、少人数のゼミナールや外国語のクラスを40人から25人にするなど、充実しないといけない。まさに、学校内部の充実は、先生をある程度集めて、余裕をもって一生懸命勉強していただかないといけないので、無理じゃないかなと思うがどうなのか。府立大学の場合は、しばらく旧の学部と新しい学域がかなり輻輳する。すべてか新しい体制になったら、ある程度講座数が減ると思うが、この708名から637名に移すときに、ある程度、理屈で出来るという部分と、あとは気合という部分があるのかなと。高専はおそらく定員を6コースから5コースにするので、クラスが減るので減るのかなと。よくよく見ると、府立大学は27年度までに637名を目指すと書いてあり、高専は27年度に70名にすると書いてある。後々評価していくので、本当に大丈夫なのかということを聞きたい。
⇒　教職員数の削減については、削減が最初にあってというところがある。大学の場合、教員組織の見直し、常勤は減らすが、科目を維持するために非常勤を雇う、アウトソーシングにするなど、大変だが色々工夫してできることもある。間違いなく、気合もある。そういう工夫をしながら何とかするというのは、どこの大学もそういう工夫をしている。
⇒（高専）高専の場合は大学とかなり事情が違い、気合で吸収する余地が非常に少ない。大学は研究が半分以上の業務時間、高専は教育が半分以上の時間になる。具体的に言うと、それぞれの教員の授業は、一般教育科目が15時間、専門科目が13時間。これがオフィシャルな予算要求のときの時間で、実態はそれ以上。専門の先生は、卒業研究や、専攻科の特別研究、大学の卒業研究に相当するが、そういうものを入れると、1週に23、24時間、これがオフィシャルに、実際に付加されている。したがって、40時間のうちの準備を入れると、8割くらいが教育に費やされる。その上に、担任というのがあり、各クラスに担任が1人付くので、5クラス5年生なら25人。4クラスに変えても20人。過渡期を入れると、20人から25人は担任として張り付き、この担任1人が40人の学生を個別指導する。先ほどキャリアデザイン支援というのがあったが、本校では1年生から5年生までの一貫したキャリアデザイン支援をやっている。学生が自立できるような支援は、担任が大きなウェイトを占めていて、学生の悩みや保護者からの対応もする。このようなことも業務時間にやらないといけない。さらに本校では、課外活動に参加している学生が7割いる。普通の高校なんかでは、2、3割で受験勉強に専念するわけだが、本校の場合は、受験がないので課外活動に専念する。ロボコン、プログラミングコンテストやデザインコンテストなど、高専として企画した課外活動を、顧問として学生を指導している。気合で埋まらないところは、非常勤講師で埋めるが、学生に不都合が出ないように、今、常勤の教員で、何とかカバーしてやりくりして、必死で、何とかここ2、3年は、頑張ろうとしている。特に、来年が極めてきついが、何とか一丸となって、やっていきたいという気合は十分。
◆　課外活動の話は「隠されたカリキュラム」という表現でなされている。実はそのカリキュラムが、大学の場合、18から22、23歳までの人材育成にとって非常に重要で、活動に参加することによって社会人的能力が身に付く、やる気やコミュニケーション能力など、そういうものが醸成される。特に、前回も、大学の成果を社会にわかりやすく説明した方がいいのではないか、という意見が出されたが、学生の活動内容を全面的に出したようなものも、1つの成果指標として捉えるのも、府民に対しては非常にわかりやすいのではないか。
この評価委員会では、内部の管理の仕組みや、研究成果というのが全面に出てくるが、学生、生徒の質の向上ということが最終的な成果なのだろう。そのあたりをちゃんと府民にわかる形として表示できれば、十分、評価されることではないかと思うし、そのときに「隠されたカリキュラム」という考え方があるということを意識的に活用されると、説明しやすいのではないかと思う。
非常にフランクな話になっており、お互いに刺激し合っているように思う。これからもこういう形で、意見の交流ができると、単に評価でということだけではなく、法人の組織、あるいは、大学の教育内容そのものを向上させるという上で役立つということは、評価委員会の役割として十分あるのではないかと思う。
（2）その他
○　評価委員会での評価対象に、地域貢献を含めることについて検討をする旨、事務局から報告。

○　次回大学部会は、11月18日（木）の午前10時から正午までで開催を予定している旨、事務局から報告。
Ⅲ　閉会
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